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(仮称)「郡山市産業廃棄物最終処分場の
設置及び管理の適正化等に関する条例」の制定

最終処分場に係る住民説明会の義務化等へ向けた

背
景

現行法上（※）、事業者による住民説明会の開催が義務化さ
れていないなど、地域住民の生活環境に対する懸念等への対応
が十分とは言えない状況にあります。

内
容

事業者と地域住民が懸念等について話し合う機会を確保する
とともに、最終処分場の設置及び管理の適正化を通じて、地域
住民の不安の軽減と生活環境の保全を図る。

◆ 事業者に対する「住民説明会の開催」の義務付け

◆ 「環境保全協定の締結」の努力義務化

◆ 市による「合意形成支援」の実施

◆ 環境モニタリングや維持管理に関する
「住民報告会の開催」の義務付け 等

効
果

地域住民への説明と意見を交わす機会が制度的に確保され、設置手続の透明性が高まる。
環境保全協定の締結に向けた協議や事業開始後の報告等を通じ、最終処分場の適正な設置及

び管理と生活環境の保全が図られる。

※ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

協
定

本年５月２０日には、市長から環境省に対し法改正へ
向けた要望書の提出活動なども行っております。

※ 条例案を市議会12月定例会に提出し、令和９年４月１日からの施行を目指す


